
※　特に注釈のない場合、平成20年4月1日から平成21年3月31日の状況です。

１　職員の任免及び職員数に関する状況

１－１　職員の任免について

ア　採用の状況（平成20年度試験）

イ　退職者数の状況（平成20年度中）

保育士

１－２　職員数について

（注）１　行政職とは労務職を除いた職員です。

　　　２　労務職とは主に保育所調理士や給食センター調理員、学校用務員などです。

4人 2人 13.5 倍

10人 6人 0人 1人 0人 17人

定年

初級職 行政（事務） 29人 27人

労務職
用務員

合計

調理士

区分

10人

区分

行政職
事務職

19.5 倍
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39人 4人 2人

第1次試験
合格者数

第2次試験
合格者数

採用者数
（B）

競争倍率
（A）／（B）

第1次試験
受験者数
（A）

47人

保育士

区分

中級職

行政（事務）上級職

申込者

7人

死亡勧奨

3人

7人

1人

自己都合

1人

合計

13人

2人

その他

1人

1人

1人

1人

平成20年4月1日
現在職員数

平成20年度中
退職者数

平成20年度中
中途採用者

0人

平成21年4月1日
採用者数

労務職 27人 2人 0人

行政職 335人 15人 1人

平成21年4月1日
現在職員数

6人 327人

6人 352人

25人

合計 362人 17人 1人



１－３部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数 　　 人

人）

人口１万人当たり職員数 　　 人

人）

人

（注）１　職員数には教育長を含みます。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。（ただし、条例定数には教育長は含まれません）

362人 352人 ▲ 10人

28人 29人

下水道 11人 11人

76.5

＜参考＞（平成２０年）

98.56

334人 323人 ▲ 11人

60.01

75.06

学校耐震改修等のため建築士の配置に
よる増

262人 260人 ▲ 2人

21人 22人 1人

＜参考＞（平成２０年）

0人

商工 7人 8人 1人 観光事業強化による増

農林水産 22人 22人

▲ 4人 事務の統廃合縮小による減

衛生 22人 22人 0人
事務の統廃合縮小による減（-１）
健康指導業務の強化による保健師の増
（＋1)

88人 84人民生

0人

組織改編及び事務の統廃合縮小等による
減（-10）
公会計制度、電算システム更新、市民協
働のまちづくり地区サポート等による増
（＋10）

税務 16人 16人 0人

81人

0人

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

平成２１年

議会 5人 5人

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成２０年

総務 81人

公民館廃止、図書館業務の効率化、学校
用務員の退職者不補充による減

72人 63人 ▲ 9人

普
通
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計
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政
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門

土木

計

消防部門

小　計
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　公会
　営計
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　等

業務の見直しによる増

0人

国保・介護・後
期高齢者

17人 18人 1人

1人小　計

合　　計 ＜参考＞（平成２０年）

[     390人     ］ [     390人     ］ [      0人  ］ 82.91

（類似団体の人口１万人当たり職員数

（類似団体の人口１万人当たり職員数

人口１万人当たり職員数



１－４年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

　

（注）　職員数には教育長は含まれておりません。

１－５　職員派遣の状況について

ア　派遣している職員

1 （佐藤）

2 （千田）

1 （三浦）

2 （齋藤）

イ　派遣されている職員

1 （小野）

2 （酒井）

1 （渡辺）

2 （酒井）〃 生涯学習課（生涯学習班）

〃 生涯学習課（生涯学習班）

21年度
宮城県 1 人事交流 ４月～３月 企画政策課

〃 1

４月～３月

宮城県後期高齢者医療広域連合 1 派遣 〃

宮城県 1 人事交流

４月～３月

宮城県後期高齢者医療広域連合 1 派遣 〃

0 351

　東松島市では他の地方公共団体等と人事の交流を行っています。

区分 派遣先 人数 内容 派遣期間

職員数
人

54 47 22 483 10 30 24

人 人 人 人人 人

55歳 59歳

人 人 人 人 人 人

以上39歳 43歳 47歳 51歳

56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～

区　分

20歳 20歳 24歳

27歳

28歳

～ ～

32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳

計

未満 23歳

22 34 57

～ ～

31歳 35歳

派遣〃 1

派遣

20年度
宮城県 1 人事交流

人数 内容 配属期間 配属先
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２　職員の給与の状況

２－１ 人件費の状況（普通会計決算）

２－２　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

335 1,197,367 159,941 494,058 1,851,366

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

　　　　　千円 千円 千円

5,526
20年度

人 千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 平成１９年度の人件費率

192,923 2,799,632 20.3 18.5

　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

（平成２０年度末） 　　　　　　Ａ

人 件 費人 件 費 率 （参考）区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額実 質 収 支

20年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

43,506 13,776,261

【定員管理の状況】
　市では、集中改革プランに基づき、平成１７年４月１日現在の職員数３７９人を基準に、平成２７年
４月１日の職員数を３２９人、１０年間で５０人の職員数を削減する目標を立て取り組んでいます。
　進捗状況は目標を上回るペースで、４年間で２７人の減になっています。（グラフ参照）

定員適正化計画の進捗状況（平成２１年４月１日現在）
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【職員給与の状況】
　市職員の給与は、国や県、ほかの地方公共団体との均衡を考えながら、議会の議決を経て、条例
により決定されています。



 ２－３ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等　　　

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

２－４　職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

２－５　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

－

中　学　卒 190,200 204,550 231,775

技能労務職 高　校　卒 － －

300,387

高　校　卒 190,940 227,223 275,943

一般行政職 大　学　卒 231,833 258,773

区　　　　分 経験年数７年～10年未満 経験年数10年～15年未満 経験年数15年～20年未満

中　学　卒 121,600 118,503

140,100

技能労務職 高　校　卒 137,200 134,096

高　校　卒 140,100 136,553

322,737

区　　　　　分 東松島市 宮城県 国

国 49.2 285,548 ―

264,944

宮城県 49.6 316,948 362,404 344,022

東松島市 44.8 250,184 272,129

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

369,896

国 41.5 325,521 ― 391,770

宮城県 43.1 332,981 403,546

（国ベース）

東松島市 43.3 319,918 376,054 348,443

平均給与月額区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

172,200一般行政職 大　学　卒 172,200 168,966



２－６　一般行政職の級別職員数等の状況（平成２１年４月１日現在）

（注）　東松島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２－７　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２０年度支給割合） （平成２０年度支給割合） （平成２０年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～15％ ・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％

（平成19、20年度は10％減額） ・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

２－８　退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

23,446

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

3.0 1.50

東松島市 国

3.0 1.50 3.0 1.45

東松島市 宮城県 国

１人当たり平均支給額（平成２０年度） １人当たり平均支給額（平成２０年度）
―

1,470 1,911

　　　　　　　　％

56 23.0

３　級
主任の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規則
で定める職の職務

主任、技術主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

78 32.0

４　級
班長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規則
で定める職の職務

班長、技術監、主幹、技
術主幹

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

13 5.3

５　級
課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規則
で定める職の職務

課長、副参事、技術副参
事

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

36 14.7

６　級
部長及び会計管理者の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれと同程度のもの
として市長が規則で定める職の職務

部長、会計管理者、議会
事務局長、参事

　　　　　　　　人

区　　分 標準的な職務内容および代表的な職種 職員数 構成比

２　級 知識又は経験を必要とする業務を行う職務 主査、技術主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

30 12.3

１　級 定型的な業務を行う職務 主事、技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

31 12.7



２－９　地域手当

（平成２１年４月１日現在）
千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(平成２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％
％

（注）　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。                        

２－１０　特殊勤務手当　※平成１９年度からは特殊勤務手当を全廃しました

廃止した特殊勤務手当　・感染症防疫作業手当　・動物の死体処理手当

　・行旅死亡人処理手当　・訪問指導従事手当

２－１１　時間外勤務手当

千円

千円

（注）　選挙による時間外手当も含まれておりますので、選挙のある年とない年では決算額に大幅な変動が生じます。                             

２－１２　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

２－１３　特別職の報酬等の状況

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

        勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

議 員 350,000円 3.35月 － －

議 長

副 議 長 374,000円 3.35月

424,000円 3.35月

副 市 長

教 育 長 603,000円 3.35月

711,000円 3.35月

区　　　分

市 長 896,000円 3.35月

給料月額
期末手当支給割合

（平成２０年度）

千円 －

災害派遣手当 同

寒冷地手当 同 － －

－ －

千円 －

千円 －

千円 －

夜間勤務手当 同 － －

休日勤務手当 同 － －

千円 －

単身赴任手当 同

宿日直手当 同 － －

－ －

千円 213,501

千円 －

千円 －

広域異動手当 同 － －

住居手当 同 － 21,777

千円 50,603

管理職手当 同

通勤手当 同 － 13,865

－ 19,437 千円 404,944

扶養手当 同 － 44,921 千円 223,488

（平成２０年度決算）
（平成２０年度決算）
平均支給年額

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

東京都特別区 18 18

宮城県名取市・多賀城
市・利府町・富谷町

3 0 3

宮城県仙台市 6 6 6

東京都特別区 17 0 17

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） 130,512

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（平成２０年度決算） 783

宮城県仙台市 6 6

宮城県名取市・多賀城
市・利府町・富谷町

3 3

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ０ 年 度 決 算 ） 67,514

支給実績

退職手当

支給職員１人当たり

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ０ 年 度 決 算 ） 217

手　当　名
国の制
度との
異同

異なる
内容

（算定方式） （１期の手当額）

896,000円×在職月数×0.44 18,923,520円

711,000円×在職月数×0.26   8,873,280円

603,000円×在職月数×0.21   6,078,240円

－ －

－ －



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

３－１　勤務時間の状況について

３－２　年次有給休暇の状況について（平成２０年１月１日～平成２０年１２月３１日）

（注）　平成20年中の全期間を市長部局に在籍し、期間中に採用・退職・育児休業・休職がある職員を除いています。

３－３　病気休暇の状況について

合計区分 外科
内科

（呼吸器等含む）
心身の故障等

病休日数 85 日

1日の正規の勤務時間
午前8時30分～午後5時15分
休憩時間：正午から45分間

1週間当たりの勤務時間 1日8時間×5日間＝40時間

区分 勤務時間等

勤務日
※本庁舎及び鳴瀬庁舎勤務の場合

毎週月曜日から金曜日までの週5日間
（国民の祝日及び12月29日～1月3日を除く）

時差出勤制度

総付与日数
（ａ）

総取得日数
（ｂ）

対象職員数
（ｃ）

平均取得日数
（b）／（ｃ）

10,162.0 日 2,430.3 日 256.0人 9.5 日

職員数（人） 8 人 12 人 5 人

36.8 日 19.5 日

23.9 %

25 人

6:00～21:00の間で9パターンを設定し、8時間の勤務をする
※平成20年度は、約97万円の時間外勤務手当を削減できました

消化率
（ｂ）／（a）

218 日 184 日 487 日

平均取得日数 10.6 日 18.2 日



３－４　その他の休暇制度及び育児休業制度の概要について

（注）　取得人数は累計です。

３歳未満の子を育児する場合（育児休業） 3歳に達するまでの必要な期間

職務に関連があると認められる海外視察及び海外派遣団に
参加する場合

必要と認められる期間

その他、任命権者が特に必要とみとめた場合 必要と認められる期間

1人

要介護者を介護する場合（介護休暇） 6ケ月以内

国、県、市町村その他公共団体からの表彰を受ける場合 必要と認められる期間
公共団体主催の運動競技会へ選手または役員として参加
する場合

必要と認められる期間

結核性疾患により勤務軽減を図る場合 必要と認められる期間

職務の遂行に必要な資格試験又は昇任試験を受ける場合 必要と認められる期間

夏季における心身健康維持増進等をする場合 7月から9月までで、3日以内 357人

災害、交通機関等の事故時により勤務することができない
場合

必要と認められる期間

親族が死亡した場合 配偶者10日、父母7日、子5日など 89人

父母・配偶者・子の追悼をする場合 1日以内 3人

乳幼児の健康診査、予防接種等の介助をする場合 必要と認められる期間 9人

小学校就学前の子の看護をする場合 1年以内で5日間以内 8人

妻の出産休暇（出産予定日14日以内から出産後14日） 2日以内で必要と認められる期間 5人

育児参加をする場合 5日間以内

1歳未満児の保育を行う場合 1日2回それぞれ30分以内 1人

生理日において業務困難な場合 2日以内

産前休暇 出産予定日まで6週間 8人

産後休暇 出産日の翌日から8週間 9人

母子保健法による保健指導、健康診査を受ける場合 必要と認められる期間 3人

妊娠１２週間未満で流産をした場合 10日以内で必要と認められる期間

妊娠中の通勤混雑緩和 1日1時間又は1日2回それぞれ30分

妊娠中の健康保持のための休息または捕食 必要と認められる期間

結婚する場合 連続する7日以内（週休日含む） 5人

妊娠に起因する障害（つわり）により業務困難な場合 10日以内で必要と認められる期間

骨髄提供を提供する場合 必要と認められる期間

ボランティア活動に参加する場合 1年のうち5日間以内

選挙権その他の公民権を行使する場合 必要と認められる期間

証人等として国会等に出頭する場合 必要と認められる期間

区分 付与日数等 取得人数

11人
無給
休暇

小学校就学前の子を養育する場合（部分休業） 1日2時間以内

有
給
休
暇



４　職員の分限及び懲戒処分の状況

４－１　分限処分について

４－２　懲戒処分について

0人監督責任関係

0人

公務外非行行為

交通事故・交通法規違反関係

0人

0人

0人

公金公用物等取扱関係

一般服務違反関係

　懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し、もしくは職務を怠った場合、または全体の奉仕者たる
にふさわしくない非行があった場合において、職場の秩序を維持し、回復を図るために行われる処分です。

区分 処分の種類

処分の具体的な理由 免職 停職 減給 戒告 合計

0人

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

0人

0人

0人

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合

職に必要な適格性を欠く場合

0人

心身の故障の場合 0人

勤務成績がよくない場合

降任 休職 降給

　分限処分とは、勤務実績不良の場合や心身の故障の場合、またはその職に必要な適格性を欠く場合において、公
務能率の維持並びに適正な行政運営の確保を図るために行われる処分です。

区分 処分の種類

処分の具体的な理由 免職 合計



５　職員の服務の状況

ア　研修を受ける場合

イ　厚生に関する計画の実施に参加する場合

ウ　その他、任命権者が認めた場合

　地方公務員法第30条の規定により、職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し職務の遂行に当たっては、
全力を挙げて専念しなければならないとされております。
　ただし、職務に専念する義務は、次の場合に限り免除されます。



６　職員研修及び勤務成績の評定の状況

６－１　研修実績について

６－２　勤務成績の評定の状況について

（注）１　行政職は55歳、労務職は57歳を超えると昇給抑制となっています。

　　　２　育児休業などの取得職員を除いています。

2人

短期派遣 市町村職員中央研修所、自治大学校への派遣など － －

4人

合計 330人 24人

派遣研修
長期派遣 県及び広域行政事務組合への派遣 －

676人

救命講習
自主救護能力と救命率の向上、防災意識の高揚を図るため、全職
員を対象（普通救命資格取得率100%）に救急救命講習会を実施

1回 16人
職場研修

講演会等 全職員を対象に様々な行政課題に関する研修や講演会の開催 6回

各種団体主催研修
建設技術職員研修や共済組合主催メンタルヘルス・健康（メタボ）講
座、２市１町管理職研修、県連携首長公所長セミナーなど

11講座 112人

73人

専門研修
防災、公会計、契約事務、法務事務、政策形成等の実務研修や、組
織マネジメント、キャリアデザイン、クレーム対応力向上、女性職員
エンパワー、メガトレンド等、知識習得のための専門分野研修

23講座 45人

研修所
研修

階層別
研修

新規採用職員研修や概ね採用 5，10 年目の全職員を対象とした一
般職員研修、主任級以上を対象とした監督者研修、班長・課長級を
対象とした管理職研修、技能労務職研修など

9講座

研修区分 主な研修
件数または
回数

参加人数

354人

平成21年1月1日

良好でない 4人 0人

261人

やや良好でない 3人 0人 3人

良好 243人 18人

19人

特に良好 63人 4人 67人

極めて良好 17人 2人

評定の時期 評定結果
職種

合計
行政職 労務職

　職員の研修は、人材育成基本方針に基づき、研修を通じて地方分権時代にふさわしい人材を育成し、本市のまちづくり
や行政経営を推進することを目的に計画しています。



７　職員の福祉及び利益の保護の状況

７－１　健康の保持増進について

（１）　健康管理対策

　定期健康診断等を実施するとともに、その結果を有効に活用していくために次の事業を実施しています。

ア　定期健康診断

イ　がん検診

（２）　メンタルヘルス対策

ア　メンタルヘルス研修会

管理監督者向け及び一般職員向けメンタルヘルス研修への積極的な参加。

イ　メンタルヘルス相談

共済組合メンタルヘルス電話相談窓口を設置。

７－２　安全管理について

地方公務員災害補償基金宮城県支部 2 件 2 件
公務中の負傷　・・・　2件
通勤中の負傷　・・・　0件

67.6%

　職員のストレス要因の増加に伴うメンタルヘルス対策として、メンタルヘルスに関する理解と知識の普及、職員の状態に
応じた適切な指導のために次の事業を実施しています。

　衛生管理者や安全衛生推進者による職場ごとの安全管理を推進しています。なお、平成20年度における公務災害・通勤
災害の認定件数は次のとおりです。

加入団体 発生件数 認定件数 災害の概要

子宮がん検診 35歳以上の女性職員 71人 48人

受診率

乳がん検診 35歳以上の女性職員 71人 61人 85.9%

項目 対象者 対象人数 受診者数

100.0%

脳ドック 40歳以上の全職員（希望により受診） 196人 72人 36.7%

人間ドック 35歳以上の全職員 249人 249人

97.3%

事後指導会 定期健康診断受診結果により対象職員抽出 41人 5人 12.2%

結核健診 35歳未満の全職員及び臨時職員 224人 218人

受診率

一般定期健康診断 35歳未満の全職員及び臨時職員 224人 224人 100.0%

項目 対象者 対象人数 受診者数



７－３　職員互助会組織の設置について

ア　職員互助会組織の概要

イ　職員福利厚生事業

ウ　慶弔時の給付

７－４　利益の保護の状況について

ア　職員の勤務条件に関する措置要求の状況 ０件

イ　職員に対する不利益処分に関する不服申立ての状況 ０件

（注）　公平委員会の事務を委託している宮城県人事委員会からの報告です。

その他 病気見舞金、災害見舞金

祝金 退会給付金、結婚祝金、出産祝金

弔慰金 弔慰金

元気回復事業 レクリエーション事業費、健康増進センター（ゆぷと）利用助成金

項目 概要

項目 概要

健康増進事業 スポーツ等活動助成金

会員数  362人（一般職員）

総事業費  7,363千円

　職員の相互扶助による福祉の増進のために条例等に基づいて職員互助組織を設置し、職員の健康増進や元気回復、
職員間の親睦を図っています。また、フラワーストリートの植栽事業やクリーン作戦運動にも積極的に参加しております。
互助会は職員からの会費にて運営しております。

項目 概要

名称 東松島市職員互助会


